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3 日射病・熱射病等 5件（中学校 2、高等学校 3)
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付記 本稿では紙数の関係で詳しく触れることが
できなかったが学校関係者が普段の教育活動と
して注意しておかなければならないのは、時効
の年限の間題である。不法行為の場合は 3年、
債務不履行の場合は10年で時効が消滅するため、
在学中には不法行為責任で訴訟を提起せず、被
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った場合も出てくる。そのような場合からも事
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